




















































































要する訴訟において、専門的知見に基づく説明 行う裁判所 補助者である専門委員制度（九二条の二以下）もこれに当たる。専門委員は そ 説明を通じて専門的知見を裁判所に提供す ことになる。　
こうした裁判所委託型に対して、後者においては、当事者自らが自己の主張・立証に必要な専門知識を導入する
べく、自ら専門的知見 提供する専門家を選任 た、当該専門家が意見を述べる事項の決定を行う。そして、この場合に当該 家が委託してくれ 当事者 の関係で党派性 有す ことが多いとされ 。　
この当事者委託型に属する制度としては、まずは、いわゆる私鑑定がある。すなわち、私鑑定と 、正規 証拠


































































































者であり、任期二年〔専門委員規則（以下、専門規則とする。 ）三条〕の非常勤の裁判所職員としての性質を有するものとされる（九 条の五第三項・四項） 。そして、専門委員は最高裁判所が専門的な知見に基づく説明をするために必要な知識経験を有する者から任命し 専門規則一条） 、各裁判所に所属することに る（専門規則四条） 。その上で、受訴裁判所が当事者の意見を聴いて、各事件につき一名以上を指定する（九二条の五第一項・二項） 。専門委員は、裁判所に所属する中立的な 家としての知見の提供を求められることから、裁判官 関する除斥・忌避・回避に関す 規定が準用される〔九二条の六、民事訴訟規則（以下、民事訴訟規則を単に規則と表示 ）三四条の九〕 。もっとも、専門委員は、同じく中立の立場で専門的知見を裁判所に提供する鑑定人とは異なり、裁判所内部の専門家であることから、その説明に際して宣誓は不要とされ、また、当該説明がそのまま証拠方法 して認められるも ではない。　
つぎに、専門委員の関与方法であるについては、第一に、裁判所は、争点もしくは証拠の整理または訴訟手続の












なお、専門委員の手続関与につき は、相当と認め ときは、申立てまたは職権により専門委員 手続





































































この 「説明」 の意義 ついて考えるにあたり、 同じく専門的知見を訴訟手続に提供する鑑定人や裁判所調査官は 「意
見」を述べるのに対して、何故専門委員の場合に「説明」という文言になったかについて検討することが一つの出発点となり得る。そこで、まずは、立法の沿革についてふれておきたい。　
この点については、平成一四年六月一七日にまとめられ 民事訴訟法改正要綱中間試案では、 「専門委員の専門




















うした経験則が存在しますよ」などと、専門的知見に関 情報の存在を知らせることである。第二に、②専門用語を解説したり、当事者の主張の意味について解説をしたり ことがある。これは、裁判官や当事者の知らない専門用語の意味などを解説することで、裁判官および当事者が主張の意味するところなどを理解 き ように、詳細な意味を明らかにすることであ 。第三に、③専門的経験則を事実 適用した一般的な推論結果を報告することがある。これは、当該専門委員の関与 ている事件を離れ 、一般論として、特定 経験則に一定の事実を てはめると、どのような帰結を引き出すことが可能である 、客観的に説明することである。第四 、④当該専門委員の関与している事件における具体的事実を、経験則に当てはめた場合の推 を聴くことがあ 。 れ 事案の具体的事実関係を前提として、 経験則を適用した場合、どのような帰結を引き出すことが可能であるか、自己の価値判断に基づ て示すことであ 。　
これらのどの内容まで許容されるかについては、上述のように、専門委員の「意見」ではなく「説明」という文














































































































いては、鑑定に代替す や裁判官の心証に代替す を避けるためにも 比較的制限的に捉えるべきである。（四）小括①争点整理期日・進行協議期日における専門委員 説明　
このように解するならば、まず、争点整理期日・進行協議期日における は、裁判所 よび当事者

























































































のために」判タ一〇九 号三六頁、 笠井正俊『 「計画審理」および「専門 」について』ＮＢＬ七四一号三八頁以下、 伊藤眞「専門訴訟の行方 一二四 四 以下、笠井正俊「専門 への対応」法時七四巻一一号三五頁、秋山幹男 伊藤眞＝加藤新太郎＝高田裕成＝福田剛久＝山本和彦『コンメンタール民事訴訟法Ⅱ第二版』 （日本評論社、二〇〇六年）二三七頁以下、村田渉「専門訴訟」大江忠＝加藤新太郎 編『手続裁量とその規律』 （有斐閣、 〇〇五年）二〇一頁、加藤新太郎『民事事実認定論』（弘文堂、二〇一四年）二八七―二八八頁などがある。
　　　
なお、専門訴訟には上述のように、医事関係訴訟、建築関係訴訟、知的財産権訴訟など専門性の高い訴訟があり、これらを













































































































ut Pieper , R












ichtern und Sachverständigen in Z













































専門委員の関与 在り方については、裁判所調査官が当事者から見えないところで働い いるため、活動実態 分からず当





























































症状があれば、ａ疾患という診断が当時の医療水準 照らして相当であるかが判断されることになり、専門家はここで専門的知見を提供することになる。その際、専門家は、 「Ａ症状があればａ疾患である」と診断するのが専門的経験則であると説明することもあるし、逆に、 「ａ疾患であればＡ症状を呈する」 考えるのが専門的経験則であると こともあり 専門家の説明は、 ず
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長谷部前掲注二・三四頁、加藤前掲注二民事事実認定論 九八 二九九 。秋 ほか 掲注二 二五七頁も同旨か。
（
75）　
杉山前掲注二・一〇五五―一〇五六頁。
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（
76）　
林前掲注四七・八頁。
（
77）　
大判昭和三年一〇月二〇日民集七巻八一五頁。
（
78）　
加藤前掲注二民事実認定論・三〇〇頁。
（
79）　
村田前掲注二・二一八頁、加藤前掲注二民事実認定論・三〇〇頁、杉山前掲注二三・一五八頁など。
（
80）　
長谷部前掲注二・三四頁、奥宮前掲注二・五七 頁、杉山前掲注二三・一五九頁、杉山前掲注二・一〇五六―一〇五七頁など。
（
81）　
笠井前掲注三一・八三四頁、山本前掲注一 三頁。
―しみず
　
ひろし・法学部教授―
